別紙様式１

応募表明書
　　年　　月　　日　　



宮城県知事　村 井 嘉 浩　殿



住　　　　所
商号又は名称
代表者氏名　　　　　　　　　　　　　

　R8交流－６号　令和８年度ふるさと次世代共創支援業務に関し、下記の応募資格の要件を全て満たしていることを誓約した上で、企画提案に応募します。

記
１　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４第１項に規定する者でないこと。
２　地方自治法施行令１６７条の４第２項の規定により競争入札への参加を排除されている者でないこと。
３　県の物品調達等に係る競争入札の参加資格制限要領（令和６年４月１日施行）に掲げる資格制限の要件に該当する者でないこと。
４　宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）の別表各号に規定する措置要件に該当しないこと。
５　県内に常設拠点を１か所以上設けていること。
６　事業実施に当たり必要な人員体制が整っていること又は人員体制を整えることが確実と見込まれること。
７　県税の未納がない者であること。
８　個人情報等の取扱いに関する情報セキュリティー管理体制を構築している者であること。
９　会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づき更正手続き開始の申立てがなされていない者（同法に
基づく更正手続き開始の決定を受けた者を除く。）であること。
10　民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）に基づき再生手続き開始の申立てがなされていない者（同法に
基づく再生計画認可の決定を受けた者を除く。）であること。
11　破産法（平成 16 年法律第 75 号）に基づき破産手続き開始の申立てがなされていない者（同法に基づ
く破産手続き開始の決定を受けた者を除く。）であること。
12　政治団体（政治資金規正法（昭和 23 年法律 194 号）第３条の規定によるもの）でないこと。
13　宗教団体（宗教法人法（昭和 26 年法律第 126 号）第２条の規定によるもの）でないこと。
14　宮城県内に事業所を有する法人であること。


